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公立大学法人静岡文化芸術大学第２期中期計画 

第１期中期計画に引き続き、静岡県・浜松市その他の周辺自治体、地域企業、地域の各種

団体との人的交流を含む連携を強化するとともに、本学の研究活動や専門的知見を通じ、

文化と芸術を中心として地域の発展と活性化に貢献する。 

また、実践演習などの教育を通じ、学生の地域文化と地域企業への理解を深める一方、

グローバル人材を育成し、地域企業の海外展開に資することによって、教育を通じた地域

貢献を強化する。 

  

＜基本的な考え方＞ 

 

１ 教育内容の充実による少子化時代への対応 

第１期中期計画においては、大学に対する社会的要請の変化を踏まえて教育内容のさら

なる質的向上を企図し、デザイン学部の１学部１学科への改編、全学的な新教育課程の導

入、語学教育強化などの施策を実行した。 

これを受けて第２期中期計画では、入試関係部門を強化し、本学の新たな教育内容及び

入試情報等を高等学校関係者へ周知するとともに、文化政策学部の学部・学科の在り方に

ついても検討を開始するなど、教育内容の一層の充実策を講じ、これによって、2018 年度

以降の 18歳人口減少の時代に対応する。 

 

２ グローバル化に対応した教育内容の改善 

  第１期中期計画では、英語・中国語教育センターの設置、語学教育の効率化を企図した

時間割編成の集中化、取得すべき語学単位数の増加などを実施するとともに、フランス語・

ドイツ語・イタリア語・韓国語・ポルトガル語・インドネシア語など多様な外国語を、国際

文化学科の学生だけでなく全学部生が履修可能なように配置し、さらに外国の多様な文化

や芸術についての講義、日本語・日本文化に関する教育と合わせて、双方向的なグローバ

ル教育の充実を図った。 

第２期中期計画においては、英語・中国語教育センターの活動を一層充実させるととも

に、留学支援の強化や国際交流の促進、外国人留学生及び定住外国人学生の積極的受入等

を推進する。さらに浜松市周辺のグローバル企業や各種団体との連携の下、学生に国際会

議補助や外国人来訪者との交流、企業の外国支社・工場等でのインターンシップなど、国

内外において幅広く外国文化に触れる機会を提供するとともに、日本及び世界各地の地域

文化と地域コミュニティについての理解を涵養することにより、地域を志向した特色ある

グローバル教育を展開する。 

 

３ キャリア教育の推進及び卒業生との連携強化 

  多角的な視点から進路支援を強化するとともに、生涯を通じたキャリア形成という長期

的な視点に立ち、低学年からのキャリア・デザイン教育を拡充する。 

 また、生涯学習社会の到来に対応した卒後教育の展開、卒業生による進路支援への協力、

ホームカミングデーの新設など、卒業生との連携を深め、双方向的な交流を実現する。 

 

４ 特色ある研究活動の推進 

  地域の活性化や人口流出防止など、静岡県・地域の重要課題への対応を研究活動の目標

に設定し、本学の特徴的な両学部の専門領域を融合した特色ある研究活動を展開する。あ

わせて組織的に外部資金の獲得を追求する。 

 

５ 地域貢献の強化 
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第１ 中期計画の期間及び教育研究上の基本組織 

１ 中期計画の期間 

平成 28年４月１日から平成 34年３月 31日までとする。 

 

２ 教育研究上の基本組織 

この中期計画を達成するため、法人に、次のとおり教育研究上の基本組織を置く。 

大学 学部等 

静岡文化芸術大学 文化政策学部 
デザイン学部 

大学院 

 

 
第２ 教育研究等の質の向上に関する計画 

１ 教育 

・ ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシーを学

内に周知し、それが一貫性をもって推進されているか継続的に検証する。 
 

２ 入学者受入れ 

（１）入学試験関連組織の整備 

・ 高大連携、入試制度、入試広報などを包括的に取り扱う入学試験･高校大学連携セン

ターを設置するとともに、その運用状況を検証し改善する。 

（２）入学試験 

ア 入試内容・入試制度の改善 

・ 高校の新学習指導要領や大学入学希望者学力評価テスト（仮称）に的確に対応すると

ともに、個別選抜の方法を改善する。           

・ 入試における外部検定の活用を検討し、導入可能な入試区分から導入する。  

・ 入試制度等の改善に活かすため、入学後の追跡調査により入試制度の検証を行う。 

イ 多様な学生の受け入れ 

・ 留学生、帰国生徒、社会人学生、定住外国人学生などの現況を調査し、その課題に対

応した受入促進策を実施する。 

・ 障害を持つ学生の受入策について、ユニバーサルデザイン推進の一環として検討

し、可能なものから実施する。 

・ 文化政策研究科においては、社会人向け専門講座の実施等により、多様な人材を確保

する。 

ウ 入試広報の充実 

  ・ アクティブラーニングによる教育活動やグローバル人材育成の状況など、高校側の

ニーズを的確に把握した広報を展開する。 

・ 浜松市及び周辺地域の特性を活かした教育活動等に関する情報を、積極的に発信する。 

 ・ 進路指導担当の高校教員や保護者に対し、本学の特色や魅力を伝える取組をより効

果的に実施する。 

（３）高等学校との連携 

ア 高等学校との関係強化 

・ 入試改革や英語教育における４技能評価の問題など、高校・大学での学習内容にまで
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踏み込んだ意見交換等を通じ、県内高校との関係を強化する。 

・ アカデミック･チャレンジなど静岡県や教育委員会と連携した高大連携事業や本学

独自の企画によって、高校生が高度な学術研究に触れる機会を提供する。 

イ 高等学校基礎学力テスト（仮称）への対応 

   ・ 高等学校基礎学力テスト（仮称）を、アドミッション・ポリシーに基づく選抜や入学

生の基礎学力把握などに活用する具体案を作成する。 

 

３ 教育の内容 

（１）学士課程 

ア 教育内容  

・ 新教育課程及び語学教育強化策等の検証を行い、必要に応じ改善する。 

・ 文化政策学部の学部・学科の在り方の検討と並行して、教職課程の将来構想を策定す 

る。 

・ 地球規模で人類の営みをたどる文明史の観点から観光を捉え、観光産業と芸術文化活 

動を融合できる能力を持った人材を育成するカリキュラムを編成する。 

・ 伝統建築・伝統工芸において受け継がれてきた知識や技能を理解し、現代にふさわし 

い空間や工芸物を提案できる人材を育成するカリキュラムを編成する。 

イ 教育方法 

・ ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）活動を通じて、２つの学部の融合を促進

するような授業運営や、教職員の学生指導の在り方を確立する。 

・ ＳＡ（ステューデント・アシスタント）の役割・目的を明確にし、ＳＡとなる学生の意欲を

向上させる。 

・ 学生の主体的な課題発見能力・解決能力の向上のため、実践演習など企業・地域等と

連携した教育を充実させる。 

・ ｅラーニング等、高度なメディアを利用した教育方法を取り入れる。 

・ クオータ学期制、副専攻制、サマースクール制度などについて調査・検討を行い、必

要に応じ導入する。 

ウ 成績評価 

・ ＧＰＡやＣＡＰ制について検証を行い、必要に応じ改善する。 

（２）修士課程 

ア  教育課程及び研究指導方法 

  〔文化政策研究科・デザイン研究科〕 

・ 修了生の進路及び活動状況を検証し、教育内容に反映させる。 

・ 卒業生に対するリカレント教育の実施を検討し、可能であれば具体案を作成する。 

〔文化政策研究科〕 

・ 文化政策学部の学部・学科の在り方の検討との関連も踏まえ、教育内容と教育体制

を再検討し、必要に応じ改善する。 

・ 社会人受入強化のため、人員増強を含めた体制整備を検討し、可能なものから実施す

る。 

〔デザイン研究科〕 

・ 学部教育から連続した一貫教育を展開する。 

イ 成績評価 

・ 学修成果を担保する成績評価の在り方及び修士論文・修了制作の評価の在り方を検
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討し、必要に応じ改善する。 

 

４ 教育の実施体制等 

（１）教員配置 

・ 教育内容の充実と教員負担軽減のために、教員の適正配置について検証を行い、必

要に応じ改善する。 

・ ２つの学部の融合を促進するため、演習その他における所属を超えた教員の協力関

係をさらに強化する。 

・ 招聘客員教授あるいは海外協定校の教員など、学外の人材による講義等の機会を増

やす。 

・ 各種委員会の専門性を高めるための委員任期の延長や、組織の統廃合を含めた見直

しによる委員定数の削減などを実施するとともに、会議の開催・運営を効率化する。 

・ 会議内容の重複を回避するため、学科会議機能の一部を学部教授会へ集約化する。 

（２）教育環境の整備 

・ 学生の主体的・能動的な学習を促進するため、学内施設の利用状況及び利用方法を検

証し、施設の利用時間延長、グループ学習のためのスペース設定などを実施するととも

に、必要機材の整備を行う。 

  ・ アクティブラーニングや e ラーニングを促進するため、学内の広域Ｗｉ-Ｆｉ化を実

現する。 

（３）教育力の向上 

  ・ 学生の主体的・能動的な学習の強化を目指したＦＤ活動の展開など、ＦＤ活動を充

実・強化する。 

・ ＦＤ活動の一環として、ｅＢＯＯＫの利用を含む e ラーニングなどの教育支援シス

テムの活用法を研究し、具体的な導入案を策定する。 

（４）教育活動の改善 

・ 教育内容の向上に利用できるよう学生授業評価を改善するとともに、演習、ゼミ、 研

究科科目などについても、履修者の意見を収集する方法を検討し試行する。 

・ ４技能評価等も加えた新たな外部テスト等の導入により、学生の英語力の検証を行

う。各年度の年度計画において、新たな基準を設定するまでは現行のＴＯＥＩＣ ＩＰ

テストにより、新基準導入後はこれによる目標値を設定する。 

・ 中国語履修者へのＨＳＫ受験を促進し、これによる学修成果の検証を行う。 

・ 卒業生等に対する学修成果の調査方法を検討し、調査を実施するとともに、調査結果

を教育内容に反映させる。 

・ ポートフォリオや外部テスト等による学修成果の検証を行う。 

（５）教育研究組織の見直し 

・ 文化政策学部の在り方について、学部・学科名称及び学科編成、デザイン学部を含め

た学生定員等もあわせて検討し、必要に応じ改善する。 

  学科編成にあたっては、観光に関する学科（コース）等の設置に取り組む。 

・ デザイン学部の１学科５領域体制について、教育効果、進路状況等を踏まえた検証

を行い、必要に応じ改善する。 

  体制についての検証を進める中で、匠関連領域の設置に取り組む。 

 

５  学生への支援 

（１）学習支援 

ア 学習環境・学習支援体制 
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  ・ 学生の主体的・能動的な学習を支援するため、担任制・チューター制、ＳＡの活用な

ど、人的サポートによる学習支援体制を強化する。 

・ 留学生に対して、学内情報の案内、教職員や日本人学生との交流の促進、日本語習得

の支援など、学習環境を充実させる。 

イ 社会人・留学生・障害のある学生など多様な学生への支援強化 

  ・ 教職員協働体制を推進し、支援内容に応じた資格や能力を持った適切な人材を配置

するとともに、学生ボランティアによるピア･サポーターを育成するなど、多様な学

生への支援を強化する。 
・ 発達障害など学生の障害に対する教職員の理解を深めるため、全学的な研修を行

う。 

（２）生活支援 

ア 健康管理及び生活支援 

・ 学生生活実態調査を継続し、学生の心身両面における健康と生活上の諸問題を把握

し、改善する。 

・ 学生の健康管理の一環として、大学生協と連携し、食堂の活用方法等を検討し、可能

なものから実施する。 

・ 授業料等の減免制度を周知し、経済的な支援を必要とする学生に対する学資支援を

拡充する。 

 ・ 留学生と日本人学生が共同生活する場を設けることを検討し、可能なものから実施

する。 

イ 自主的活動の支援 

 ・ 学内施設の使用を容易にすることにより、学生の居場所を確保し、学生の自主的な

活動を支援する。 

 

６ キャリア教育と進路支援 

（１）キャリア教育関連組織の整備 

・ キャリア教育、進路支援、卒業生との連携、卒後教育等を包括的に取り扱うキャリ

ア・センターを設置する。 

（２）キャリア・デザイン教育の充実 

・ 社会で仕事をしていく上で必要な基礎力を身に付け、生涯を通じたキャリア形成

を考えさせるため、１年生の段階からキャリア教育を行う。 

（３） 進路支援の強化 

・  学部の特性に合わせた進路支援を行う。 

・ 履修状況や進路選択等について、面談会その他、保護者と教職員の情報共有の方法

を検討し、試行する。 

（４）企業との連携 

・ 学生の能動的な就職活動を促進するため、自発的なインターンシップを強化して、

平成 33年度においては参加学生数 75名以上を目指す。 

・ ２年生を中心に職業的な知識やスキル、働き方を学ぶため、企業と連携した就労体

験等を行う。 

（５）県内企業の魅力発信 

・ 学生の県内への定着を図るため、県内の行政機関等と連携して、学生に対し県内の

魅力的な企業を紹介し、学生の県内企業への認識を深める。 
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７ 卒業生との連携と卒後教育 

（１）卒業生との連携及び支援 

・ 卒業生全員の同窓会加入を目指し、大学側の協力により同窓会組織を拡充するとと

もに、同窓会の意義を在学生に周知するため、卒業生と在学生との交流活動を行う。 

  ・ 大学と卒業生の連携を強化し、入学生の確保や就職先の開拓等に活かす。 

（２）リカレント教育の実施 

・ 英語･中国語教育センター及び両研究科の活動への卒業生の参加を可能とする等、リ

カレント教育を実施する。 

 

８ 研究 

（１）社会の発展に貢献する研究の推進 

ア 重点的研究の推進 

・ 静岡県や地域社会の課題解決、発展に資する重点目標研究領域を設定するとともに、

研究成果発表会などを通じ、研究成果を地域に還元する。 

・ 本学の特徴である２つの学部の融合を促進させる研究活動を推進する。 

イ 広範な研究の推進 

・ 学内の個人研究費や特別研究費を活用し、学外の研究者を含めた共同研究を促進する。 

・ 地元産業界や行政との連携を深め、共同研究、受託研究を推進する。 

・ 「静岡文化芸術大学 10年史」の編纂作業の経験を継承し、大学関係資料の整理・保

存・管理及び利用体制を整備する。 

（２）研究実施体制 

ア 研究の実施体制   

・ 研究推進及び研究成果発信のための組織として文化・芸術研究センターを再編し、

人員配置や研究費関連事務の一元化・簡素化を含めて機能を強化する。 

イ 研究環境の整備 

  ・ 科学研究費補助金等の競争的外部研究資金に係る、応募及び獲得件数増加に向けた

研究支援体制を充実させる。 

・ 科学研究費補助金等獲得件数について、中期目標期間６年間の新規獲得件数の総数

が、平成 22年度から平成 27年度までの６年間の総数に比して 20％の増加を目指す。 

（３）研究活動の評価及び管理 

ア 研究活動の評価方法の構築 

 ・ 研究成果発表会の継続開催や研究成果の報告・公表を徹底するとともに、研究成果

を検証、評価する仕組みを構築する。 

イ 研究倫理の周知・徹底 

  ・ 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（文部科学省）に基

づき研究倫理に関する規程を整備し、研究者及び学生に対し定期的な研究倫理教育を

実施して研究倫理意識の醸成を図る。 

ウ 研究費の不正使用の防止 

・ 研究費の執行及び管理に係る規程、体制を整備するとともに、コンプライアンス教

育の定期的な実施、受講の義務化を行い、研究費の不正使用を防止する。 

 

９ 地域貢献 

（１）地域社会との連携 
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・ 地域の文化と芸術を支える人材を育成するため、公開講座、公開工房を継続し、中期

目標期間６年間の参加者総数が、平成 22 年度から平成 27 年度までの６年間の総数に

比して５％の増加を目指す。 

・ 研究成果を地域社会に還元し、地域課題の解決や活性化に取り組む。 

・ 「地域連携実践演習」などの科目を通じて、学生が地域の課題を理解し、その解決に

向けた方策を企画立案・実践することによって、大学と地域のつながりを強化する。 

（２）地域の自治体・企業との連携  

・ 地域社会及び産業の活性化に貢献するため、地域の自治体や企業からの受託事業等

（共同研究、受託研究含む）の受入れについて、中期目標期間６年間の総数が、平成 22

年度から平成 27年度までの総数に比し 20％以上の増加を目指す。 

・ グローバル教育の観点から、海外インターンシップも含めた企業との連携を促進す

る。 

・ 地域自治体の推進する各種プロジェクトに関連した研究への参加・協力、各種審議

会・委員会等への参画、委託生の受入れなどを通じて、自治体の政策形成や人材育成を

積極的に支援する。 

（３）県との連携 

  ・ 静岡県の推進する各種プロジェクトに関連した研究への参加・協力、各種審議会・

委員会等への参画などを通じて、静岡県の政策形成を積極的に支援する。 

（４）大学との連携 

・ 研究・教育における静岡県立大学との連携を強化する。 

・ ふじのくに地域・大学コンソーシアムの活動に積極的に参画するとともに、同西部

地域連携事業実施委員会の事務局として、西部地域の大学間連携を積極的に推進する。 

（５）多文化共生の推進 

・ 地域の多文化共生を推進する拠点として、本学を機能させる具体策を検討し、可能

なものから実施する。 

・ 外国人留学生や定住外国人学生を活用した多文化共生の推進策を検討し、実施する。 

 

10 グローバル化 

（１）グローバル人材育成のための国際交流強化 

・ 国際交流に係る専門担当者を配置し、協定校との情報交換など各種情報の集約、学

生への情報発信、留学案内、留学生受入体制の整備などを実施する。 

・ 地域企業と連携して、語学修得だけに留まらない海外インターンシップを推進する。 

（２） 留学支援体制の強化 

・ 経済的な理由で留学が難しい学生を支援するため、各種の奨学金を活用する。 

・ 休学して留学する学生の実態を把握し、必要な支援を行う。 

・ 語学研修等の実施に当たり、企業等の活用による合理化を検討し、可能なものから実

施する。 

（３）留学生等の積極的受入れ 

・ 留学生宿舎の確保、海外に向けた広報活動の展開などにより、外国人留学生数を増

加させる。 

・ 外国人留学生受入目標を、平成 33年度において 50人とする。 

（４）海外の大学等との交流の活性化 

・ 交換、交流留学先を拡充し、平成 33年度において、下記の数値を目標とする。 
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     交流協定締結校数 20校 

     海外派遣学生数（語学研修含む） 60人（年） 

（５）研究者の交流 

・ 協定締結校との共同研究や研究者を招いてのシンポジウムなど、研究者間の交流を

推進する。 

 

 

第３ 法人の経営に関する計画 

１ 業務運営の改善 

（１）有機的かつ機動的な業務運営 

・ 法人経営・大学運営について、引き続き理事長・学長のガバナンスが十分機能するよ

う充実・強化を図り、本学にふさわしい法人経営、大学運営を推進する。 

・ 全ての教職員が大学の目指すミッションを共有して業務運営に当たるとともに、一

層の教職員協働を推進する。 

・ 業務内容・業務プロセス・業務量を詳細に把握し、非効率や問題の所在を把握し、こ

れまでの慣行にとらわれないマネジメント改革に取り組む。 

・ 業務執行に当たっては、学生、保証人（保護者）、教職員、自治体、地域住民等、そ

れらのサービスを受ける相手の立場やニーズを十分に汲み取り、その満足度を高める。 

（２）人事の運営と人材育成 

ア 人事制度の運営と改善 

・ 教職員活動評価制度の内容や評価結果の活用等の検証や改善を行い、的確な運用と

定着を図る。 

・ 定数管理計画に基づく適切な人員管理を行う。 

・ 教育研究の質を高めるとともに、業務の繁閑に対応できるよう、教職員の柔軟な勤

務体制を導入する。 

・ 職員にあっては、的確に事務処理が遂行できる専門性と使命感を持った人材を、業

務内容の特性に応じて、適切かつ柔軟な雇用形態で採用する。 

・ 業務繁忙期となる年度初めの定期人事異動の時期の見直しを行う。 

イ 職員の能力開発  

・ 職員が大学運営に必要な知識･技能を適切に修得できるよう、ＳＤ活動を推進し、外

部研修、学内研修、ＯＪＴ（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）等の研修を充実すると

ともに、他大学等との人事交流等による人材育成を行う。 

ウ 女性が活躍できる環境の整備  

・ 人材の確保、組織力の向上等の観点から、メンター制度の導入、保育所の設置など、

女性教職員が活躍できる環境整備策を検討し、可能なものから実施する。 

・ 子育てと仕事が両立できる環境の整備に努め、育児休業取得資格者のうち、女性教

職員は取得希望者の休業取得率 100％を、男性教職員は計画期間において１人以上の取

得を目指す。 

・ 男女を問わず、計画期間において育児休業以外の育児に係る諸制度の利用者数２人

以上を目指す。 

（３）事務等の生産性の向上 

・ 複数年度契約を含む外部委託・人材派遣等のアウトソーシングを推進し、事務処理

の効率化を図る。 
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・ 常に事務事業の見直し及び効率化を意識した上でスクラップ・アンド・ビルドに努

め、事務局組織を業務量に応じて適切かつ柔軟に見直す。 

・ 学内におけるポータル利用の現状を調査し、広範なポータル化、ペーパーレス化等

のＩＴ化を推進する。 

（４）監査機能の充実 

・ 監査機能を強化するため、公認会計士等の専門家の支援を仰ぐとともに、監査組織

を設置する。 

・ 監事監査、会計監査人監査及び内部監査による監査体制（三様監査）の有機的な連携

を強化し、法人業務の適正化及び効率化を図る。 

 

２ 財務内容の改善 

（１）自己収入の確保 

・ 科学研究費補助金等の外部研究資金、共同研究・受託事業等の拡大による自己収入

の獲得を推進する。 

・ 魅力ある公開講座等の実施により、受講料等収入を確保するほか、大学施設を有効

活用し、学外への貸し出しを行う。 

（２）予算の効率的かつ適正な執行 

・ これまでの執行実績を踏まえ、学内のニーズに的確に対応し、かつ最大の効果を発

揮する予算配分を行う。 

・ 経費の節減等により効率的かつ適正な予算の執行を行うとともに、年度を通じて予

算執行を的確に把握し、必要に応じ補正予算を編成する。 

・ 経費の節減及び環境負荷の低減のため、教職員及び学生の意識の向上を図る。 

・ 管理的経費は、平成 33 年度において、平成 28 年度に比して５％以上の削減を目指

す。 

 

 

第４ 自己点検・評価及び情報の提供に関する計画 

１ 評価の充実 

・ 教育研究活動及び業務運営の執行状況を継続的に自己点検・評価するとともに、法

律に基づき 7 年以内に一度、認証評価機関による評価を受け、その評価結果を積極的

に公開し、教育研究活動及び業務内容等の改善に反映する。 

 

２ 情報公開等の充実 

・ 静岡県情報公開条例の実施機関として適正な情報公開を行うとともに、本学の教育

研究活動及び業務内容等の最新情報をインターネットや紙媒体等で積極的に提供する。 

 

３ 広報の充実 

第２期広報計画に基づいて、重点広報を実施する。 

（１）大学の知名度向上、優秀な学生確保に向けた戦略的な広報展開 

・ 大学のブランド力や知名度を高め、優秀な学生を確保するため、情報発信の目的を

明確にした上で、広報対象に応じた有効な広報媒体を選択し、的確な広報活動を行う。 

・ 公立大学としての認知度を高めるとともに、本学の特色を積極的に広報し、静岡県

内に限らずターゲットを絞った重点的な広報を行う。 
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（２）広報対象に応じた的確な広報ツールの活用 

・ 若者をターゲットとした、時代に応じた広報ツールの利用を念頭に、インターネッ

トによる情報発信を推進するとともに、併せてマスコミへの情報提供などパブリシテ

ィも積極的に活用する。 

（３）教職員による全学広報の実施 

・ 学部・学科の特性、アドミッション・ポリシー、ディプロマ・ポリシー、カリキュラ

ム・ポリシーなど、教職員が自学に対する理解を深めることにより、全学的な広報を実

施する。 

 

第５ その他業務運営に関する計画 

１ 施設・設備等の整備・活用等 

・ 更新期を迎えた設備機器について、劣化度、影響度、緊急度等の観点で優先順位の高

いものから計画的に修繕、更新工事を実施する。 

なお、修繕・更新工事に当たっては、ユニバーサルデザインや、省エネルギー、景観

など環境に配慮する。 

・ 教育・研究及び事務作業全般にわたって、学内の情報システムを一元管理し、業務の

効率化を推進する。 

・ 学内施設等の利用状況を点検し、有効な利活用を検討するとともに、施設の老朽化、

狭隘化等に計画的に対応するなど、ファシリティ・マネジメントの取組を推進する。 

 

２ 安全管理 

（１）安全衛生管理体制の確保 

・ 学生・教職員の健康保持及び安全衛生の向上のため、労働安全衛生法に基づく安全

管理体制を整備・充実する。 

・ 地域や警察等と連携して、学生が安心・安全な学生生活を送ることができる環境づ

くりを推進するとともに、専門家の知見を踏まえ、学内での事故等対応マニュアルを

適時見直す。 

（２）危機管理体制の強化 

・ 大学において発生し、又は発生することが予想され、緊急的に対応すべき事件・事故

に関するリスク・マネジメントを適切に行うため、危機管理体制の充実を図る。 

・ 学内への侵入者等から学生・教職員を的確に守ることができる保安管理体制につい

て、適時見直す。 

・ 大規模地震・災害等による大学運営への影響を最小限に止めるため、学内の防災・減

災対策の充実を図るとともに、日頃から防災訓練等を行い、発災に備えた防災体制を

整備する。 

・ 浜松市から指定された帰宅困難者の一時避難所としての機能を果たすため、必要な

体制を整える。 

・ 「学生の国際交流に係る危機管理マニュアル」の随時見直すとともに、留学生の増

加、留学先の多様化に対応するため、危機管理の委託について検討し、早期に実施す

る。 

・ 学生に対し、学内外における安全管理に関する研修・情報提供等を行い、学生の意識

の向上を図る。 

（３）情報セキュリティの強化 
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・ 法人が保有する学生・教職員等の個人情報の保護など、セキュリティ対策について

適時見直しを行う。 

 

３ 社会的責任 

（１）人権の尊重 

・ 学生、教職員等が個人として尊重され、人権を侵害されることのないよう、ハラスメ

ント防止等の教職員、学生向けの研修会を開催するとともに、各種の情報提供を行う。 

（２）法令遵守 

・ 教職員を対象とした研修の実施等により、コンプライアンス意識の徹底を図る。 

・ 研究活動における不正及び研究費の不正使用を防止するため、計画に基づき対策を

行う。 

（３）環境配慮 

  ・ 節電等の省エネルギー対策を実施するとともに、３Ｒ（リデュース、リユース、リサ

イクル）の観点に立ち、無駄な廃棄物等の発生を抑制する。 

 

第６ その他の記載項目 

１ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

  別紙 
２ 短期借入金の限度額 

（１） 限度額 5億円 

（２） 想定される理由 

    運営費交付金の受入れ遅延及び事故等の発生等により緊急に必要となる対策費と

して借入れすることも想定される。 
 ３ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分

に関する計画 

   なし 
 ４ 出資等に係る不要財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

   なし 

 ５ 剰余金の使途 

   決算において剰余金が発生した場合は、教育・研究の質の向上及び組織運営の改善に

充てる。 
 ６ 県の規則で定める業務運営計画 

（１）施設及び設備に関する計画 

    教育研究組織の統合・再編・見直しに対応した施設・設備の整備や大規模な施設・

設備の改修等については、各事業年度の予算編成過程等において決定する。 
（２）人事に関する計画 

   ・ 文芸大が必要とする専門領域分野の教員及び事務処理を的確に遂行できる専門性

等を持った事務職員を確保するとともに、その人材養成をする。 
・ 組織の活性化及び効率的な大学運営の執行を図るため、教職員を適材・適所の部門

に配置等をする。 
   ・ 事務職員については、関係機関からの派遣職員と法人採用職員との有機的連携を

深め、相乗効果を高める。 
   ・ 教員のＦＤ及び事務職員のＳＤ活動に積極的に取り組み、授業改善や事務処理の
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能力の向上に努めることとする。 
（３）中期目標の期間を超える債務負担 

    なし 
（４）積立金の使途 

    第１期中期計画期間中に生じた積立金は、教育・研究の質の向上及び組織運営の改

善に充てる。 
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別表（収容定員） 

    
 
 
 

 
  

平成 28 年度 学士課程     文化政策学部   800 人 
デザイン学部   400 人 

 
        修士課程     文化政策研究科  20 人 
                 デザイン研究科  20 人 

平成 29 年度 学士課程     文化政策学部   800 人 
デザイン学部   400 人 

 
        修士課程     文化政策研究科  20 人 
                 デザイン研究科  20 人 

平成 30 年度 学士課程     文化政策学部   800 人 
デザイン学部   400 人 

 
        修士課程     文化政策研究科  20 人 
                 デザイン研究科  20 人 

平成 31 年度 学士課程     文化政策学部   810 人 
デザイン学部   410 人 

 
        修士課程     文化政策研究科  20 人 
                 デザイン研究科  20 人 

平成 32 年度 学士課程     文化政策学部   820 人 
デザイン学部   420 人 

 
        修士課程     文化政策研究科  20 人 
                 デザイン研究科  20 人 

平成 33 年度 学士課程     文化政策学部   830 人 
デザイン学部   430 人 

 
        修士課程     文化政策研究科  20 人 
                 デザイン研究科  20 人 
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予算 
平成 28 年度～平成 33年度予算 

                            （単位：百万円） 
区分 金額 
収入 

運営費交付金 
施設整備費補助金 
自己収入 

  授業料収入及び入学金検定料収入 
雑収入 

受託研究等収入及び寄附金収入等 
補助金等収入 
長期借入金収入 
繰越金等取崩収入 
       計 

 
8,753 

17 
5,566 
5,293 

273 
99 
1 
0 

155 
14,591 

支出 
 業務費 
  教育研究経費 
  一般管理費 
 施設整備費 
 受託研究等経費及び寄附金事業費等 
 長期借入金償還金 
        計 

 
14,474 
9,775 
4,699 

17 
100 

0 
14,591 

（注）平成 28 年度の額を基礎として、平成 29 年度以降の予算額を試算している。 
金額については、見込みであり、各事業年度の運営費交付金等については、事業の進展

により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成
過程等において決定される。 

【人件費の見積り】 
中期目標期間中総額 9,027 百万円を支給する。（退職手当は除く） 

※ 退職手当については、公立大学法人静岡文化芸術大学職員退職手当規程に基づいて支給
されることとするが、運営費交付金として措置される額については、各事業年度の予算編
成過程において算定される。 
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収支計画 

平成 28年度～平成 33年度収支計画 

（単位：百万円） 
区分 金額 

費用の部 
 経常費用 
  業務費 
   教育研究経費 
      受託研究等経費 
   人件費 
  一般管理費 
  財務費用 
  雑損 
  減価償却費 
 臨時損失 
 
収益の部 
 経常利益 
  運営費交付金 
  授業料収益 
  入学料収益 
  検定料等収益 
  受託研究等収益 
  寄付金収益 
  補助金収益 
  財務収益 
  雑益 
  資産見返運営費交付金等戻入 
  資産見返物品受贈額戻入 
  資産見返寄附金戻入 
 
純利益 
総利益 

14,444 
14,444 
12,522 
3,171 

90 
9,261 
1,477 

0 
0 

445 
0 
 

14,444 
14,444 
8,753 
4,143 

542 
188 
90 
9 
1 
0 

273 
97 
1 

347 
 

0 
0 

（注） 平成 28 年度の額を基礎として、平成 29 年度以降の予算額を試算している。 
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資金計画 

平成 28年度～平成 33年度資金計画 

（単位：百万円） 
区分 金額 

資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 次期中期目標期間への繰越金 
 
資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  授業料及び入学金検定料による収入 
  受託研究等収入 
  寄附金収入 

補助金収入 
  その他の収入 
 投資活動による収入 
  施設費による収入 
  その他の収入 
 財務活動による収入 
 前期中期目標機関からの繰越金 

14,591 
14,154 

437 
0 
0 
 

14,591 
14,419 
8,753 
5,293 

90 
9 
1 

273 
17 
17 
0 
0 

155 
（注） 平成 28 年度の額を基礎として、平成 29 年度以降の予算額を試算している。 
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